
                                            

ラウンドアバウト普及促進協議会 規約 
 

 

（名称） 

第１条  本会は「ラウンドアバウト普及促進協議会（以下、「協議会」という）」と称

する。 

 

（目的） 

第２条  協議会は、ラウンドアバウト（環状交差点）の適正な普及促進を行うため、積

極的に情報交換・情報発信を行い、国をはじめ関係機関へ財源の確保や技術的支援等を求

めるとともに、ラウンドアバウトの有効性の発信を行うことを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条  協議会の次の事項を活動内容とする。 

（１）ラウンドアバウトに関する整備事例、課題、効果の共有 

（２）ラウンドアバウトの有効性の発信 

（３）ラウンドアバウト整備に必要な予算の確保に向けた要望活動 

（４）その他、協議会の目的達成に必要な事項 

 

（会員） 

第４条  協議会は、第２条の目的に賛同し、所定の入会申込書を事務局に提出し、第１

４条第１号に示す役員会により入会が承認された会員により構成する。 

２  会員は、次の二種とし、役員会の承認を得た地方公共団体とする。 

（１）正会員   市区町村の首長をもって正会員とする。 

（２）参与会員  都道府県の担当部局等の長をもって参与会員とする。 

 

（会員の退会） 

第5条  会員は、事前通知にて自主的に退会することができる。 

２  前項に加え、次の場合、第１４条第２号に示す役員会により退会の判断が行われた

会員を退会させることができる。 

（１）事務局から連絡が取ることができなくなったとき 

（２）協議会の趣旨にふさわしくない行為を行ったと役員会が合理的に判断し、かつ役員

のうち３分の２以上が当該会員の退会に同意したとき 

 

（役員） 

第６条  協議会に次の役員を置く。 

（１）会長   １ 名 

（２）副会長  ３ 名 

（３）理事   若干名 

（４）監事   １ 名 

２  役員は、総会において選任する。この場合において、会長、副会長及び監事は正会

員から選任するものとし、理事は正会員及び参与会員から選任するものとする。 
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（役員の職務及び任期） 

第７条  会長は協議会を代表するとともに、会務を総理する。 

２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

３  理事は、この協議会の事業に参画し、これを推進する。 

４  監事は、この協議会の業務及び会計を監査する。 

５  役員の任期は1年とし、再任を妨げない。 

 

(顧問） 

第８条  協議会は、顧問を置くことができる。顧問は、会長が総会に諮って委嘱する。 

２  顧問の任期は 1年とし、再任を妨げない。 

 

（総会） 

第９条  協議会の最高決定機関として、総会を置く。 

 

（総会の開催及び召集） 

第10条  総会は原則として年１回開催する。ただし、役員会の議決または、会員現在数

の３分の１以上から請求がなされた場合は、速やかに総会を召集する。 

２  総会は会長が召集し、会長が議長を務めるものとする。 

３  総会には会長が認めた者をオブザーバーとしての出席を求めることができるものと

する。 

 

（総会の成立） 

第11条  総会は、会員の過半数の出席により成立する。 

 

（総会の議決） 

第12条  総会の議事は、出席している会員の過半数をもってこれを議決し、可否同数の

場合は議長の決するところとする。 

２  総会に出席することのできない会員は、議決を委任することができる。この場合、

前条及び前項の適用については、提出された委任状をもって出席したものとみなす。 

３  総会は、次に掲げる事項を議決するものとする。  

（１）役員及び顧問の選出 

（２）規約の改正 

（３）本会の解散の決定 

（４）予算及び決算 

（５）その他本会の運営上重要な事項 

４  総会は全て事務局で議事録を作成し、会員に報告する。 

 

（役員会） 

第13条  協議会に役員会を置き、必要に応じて会長が召集し運営する。 

２  役員会は役員及び顧問により構成する。 

３  役員会の議長は会長とする。 

４  役員会には会長が認めた者をオブザーバーとしての出席を求めることができるもの

とする。 
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（役員会の職務） 

第14条  役員会は次の事項を審議決定する。 

（１）新規会員の入会の承認 

（２）会員の退会 

（３）総会の計画 

（４）総会の議決事項を実施するために必要な具体的事項 

（５）本会の運営上、会長が緊急に決定を要すると認める事項 

（６）その他、会長が本会の事業に関し必要と認める事項 

 

（幹事会） 

第15条  役員会の事務を処理するため、幹事会を置き、必要に応じて幹事長が召集し、

運営する。 

２  幹事会は、役員の属する地方公共団体で構成する。 

３  幹事長は、会長の属する地方公共団体のうちから、会長が指名するものとする。 

 

（経費） 

第16条  協議会の運営に要する経費は、会費、その他の収入をもってこれに充てる。 

２  前項に規定する会費は年額３０，０００円とし，毎年会員が納入する。 

 

（事務局） 

第17条  協議会全般の事務を処理のため、会長の属する地方公共団体に事務局を置く。 

 

（研修会実行委員会） 

第1８条  協議会は、第３条第１号及び第2号に規定する活動を行うための研修会（以下、

「研修会」という）の企画、開催及び運営に必要な事務を円滑に行うため、研修会実行委

員会を設置することができる。 

２   前項の研修会に関する会計は、協議会の会計とは別に処理することができるも

のとする。 

３  協議会は、前項の規定により別に処理することとした研修会の会計について必要に

応じ監査を行うものとする。 

 

（会計年度） 

第１９条  協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

 

（その他） 

第２０条  本規約に定めるものの他、本会の運営に必要な事項は役員会において定める。 

 

附則 

この規約は、平成26年９月26日から施行する。 

 

附則（平成27年5月11日改正） 

この規約は、平成27年５月11日から施行する。 
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